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不動産ファンドに関する国際財務報告基準

③ �日本の国内非上場子会社については、会社法

などの要請から「日本基準」での財務諸表作成

が原則として義務づけられている点

不動産ファンドについて言えば、日本におい

て海外不動産に投資するグローバルファンドや、

IFRSを適用する一部のデベロッパー会社などは

限定的ですが、今後、海外投資を行うファンドに

おいて、本基準を活用する余地が生じます。

また、インバウンドの不動産ファンドの場合、

日本のSPCエンティティ（合同会社や特定目的会

社）については原則として日本基準での決算が必

要となるため、国内SPCに本基準を直接適用で

きる余地は限定的です。しかし、例えばシンガポー

ル、ルクセンブルク、ケイマンなどの海外中間持

株会社や海外SPCにおいてIFRS単体決算・監査

を求められる場合には、本基準が効率化ツールと

なり得ます。

15. 導入する場合の一般的な
移行プロセス

今後、不動産ファンドやSPCにおいてIFRS第

19号を導入する場合、以下のプロセスで準備を

進めることが考えられます。

① 適用対象の選定

規制当局、海外投資家やレンダーからIFRS

での単体財務諸表（監査済）を求められている

海外SPCや中間持株会社を最初の検討対象と

する。

② 関係者との事前調整

投資不動産（IAS第40号）の調整表比較情報の

省略や、公正価値（IFRS第13号）の感度分析

の省略について、財務諸表の利用者である投

資家らと事前に合意形成を行う。

③ 開示テンプレートの組替え

IFRS財団公式ウェブサイト「IFRS  1 9 

implementation」にある各種開示サンプルな

どを参考に、自社ファンド用の簡素化した

IFRS開示テンプレートを設計し、スムーズ

な移行を図る。

16. おわりに

IFRS第19号は、これまで開示要件が拡大して

きたIFRSにおいて、作成者側の工数負担に配慮

した「開示緩和基準」という特徴を持っています。

そのため、特に、IFRS準拠の財務諸表を作成

しなければならない多数の海外子会社を有する

グローバル企業では、決算プロセスの合理化や、

各子会社の開示の最適化を図ることができる可

能性を有しています。

不動産ファンドにおける活用は今後のファンド

組成やスキームの展開次第ではありますが、決算

実務の効率化に向けて、今から本基準の内容や

適用可能性を検討しておく意義は非常に大きいと

考えられます。
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公認会計士、PwC Japan 有限責任監査
法人　金融事業部　シニアマネージャー 
不動産運用インダストリー全般に対する
監査やアドバイス業務を担当。
2019 年より PwC 米国法人ボストン
事務所で 2 年間勤務し、私募不動産ファ
ンド及び PE ファンドの米国基準財務諸
表監査に従事。
帰国後は J リートの財務諸表監査のほ
か、IFRS を含むインバウンドのグロー
バル不動産ファンド・運用会社の財務諸
表監査、海外不動産を投資対象とする
ファンドの財務諸表監査及び組成アドバ
イス業務を提供。

みやざき　しょうじ

公認会計士、PwC Japan 有限責任監査
法人　金融事業部　パートナー
不動産運用インダストリー全般、J リー
ト及び私募不動産ファンドなどに対し
て、監査及びアドバイス業務を提供。主
たる著書として、「ファンド投資のモニ
タリング手法」（中央経済社・共著）、「不
動産投資法人（J リート）設立と上場の
手引き」（不動産証券化協会・共著）、「集
団投資スキームの会計と税務」（中央経
済社・共著）、「投資信託の計理と決算」（中
央経済社・共著）等。不動産証券化協
会 IFRS コンバージェンスグループ委員
及び日本公認会計士協会　投資法人等専
門部会及び経営研究調査会、バリュエー
ション専門部会　専門委員。

おおた　ひでお

公認会計士、PwC Japan 有限責任監査
法人　金融事業部　パートナー
PwC 米国法人ニューヨーク事務所で 2
年間勤務、不動産ファンド及び不動産
ファンド運用会社の米国基準財務諸表の
監査に従事。東京事務所に帰任後、現在
は、不動産運用インダストリーに特化し
てサービスを提供。主に、J リート及び
私募不動産ファンドに対して、ファンド
組成や会計実務に関するアドバイス、監
査業務を提供。特に、インバウンド及び
アウトバウンド不動産投資に関連して不
動産ファンドの IFRS の会計処理につい
てアドバイス業務を提供。
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